
平成３０年度経営発達支援計画評価表

1．地域の経済動向調査に関すること【指針③】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

（１）奥州市景気動向調査（四半期毎）の実施【継続】
　　　奥州市全体及び業種毎の景気動向を四半期ごとに把握するため、前沢商工会と
　　連携し、業態・規模を勘案して抽出した４００事業所を対象に奥州市景気動向調査
　　を引き続き実施する。

実施回数
4回

4回
景気動向調査を四半期ごとに実施した。結果は新聞、ホー
ムページに公表した。

Ａ Ａ

（２）通行量調査（年２回）の実施【継続】
　　　小規模事業者が多い水沢・江刺内の通行量（ヒトの流れ）の実態把握のため、
　　通行量調査を引き続き実施する。

実施回数
2回

2回
水沢・江刺の通行量調査を７月の最終日曜日・月曜日の２
日間実施した。

Ａ Ａ

（３）移動商工会議所（年４回）の実施【継続】
　　　奥州市景気動向調査による奥州市全域の地域経済動向調査に加え、地域別の
　　経済動向の的確な情報把握や当所に対する意見・要望の取りまとめを目的とし
    て、毎年４地域で開催している移動商工会議所を引き続き実施し、小規模事業
　　者の｢生の声｣をヒアリングする事により、地域別の経済動向の把握を行う。
　　　なお、ヒアリングを行う対象者の選定については、奥州市景気動向調査の結果
    により、景況感の悪化している業種を中心に選定するが、すべての業種からヒア
    リングができるように考慮し、選定する。

実施回数
4回

4回

水沢・江刺・胆沢・衣川の4ヶ所で開催し、小規模事業者76名
が参加した。
水沢―42名（内、小規模事業者13名）
江刺―50名（内、小規模事業者21名）
胆沢―31名（内、小規模事業者28名）
衣川―19名（内、小規模事業者14名）

Ａ Ａ

（４）調査結果の提供及び活用方法
　　　奥州市景気動向調査（四半期毎）や通行量調査（年１回）、移動商工会議所（年４
　　回）でのヒアリング調査結果については、その都度、整理・分析した後、概ね１カ月
　　後に、従来の当所会報や地元新聞等を通じての広報活動を継続するとともに、広
　　報活動と同時に詳細版を当所ホームページに掲載し、誰でも閲覧可能とするとと
　　もに、経営相談等を通じて、事業者に提供し、経営分析及び事業計画策定等に活
　　用していく。
　　　また、調査結果を基に、支援対象の選定や、地域活性化・産業振興の施策等に
　　関する行政要望活動の資料としても活用していくとともに、奥州市人口動態調査、
　　日本商工会議所が実施する「LOBO調査」や各金融機関等の外部機関の調査結
　　果も踏まえ、多角的な視点により、正確な地域経済動向の把握を行い、経営分析
　　及び事業計画策定等の支援事業に活用していく。

要望活動
1回

1回

景気動向調査・通行量調査の結果については、会報・地元
新聞への広報活動の他、ホームページにて公表した。
また、移動商工会議所などでヒアリングした内容を基に、奥
州市に対して、地域振興・産業振興・小規模事業者の生産
性向上等について、7月に要望を実施した。

Ａ Ａ

２．経営状況の分析に関すること【指針①】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

（１）経営状況の分析を行う対象者の掘り起し
　　　経営状況の分析を行う事業者については、奥州市景気動向調査の結果や、巡回
　　相談を通して、経営状況の分析の必要性を説明し、掘り起しを行う。
　　　①奥州市景気動向調査の結果を踏まえ、景況感悪化の業種を絞り、支援対象者
　　　　を選定し、巡回相談を行い、経営状況の分析の必要性を説明し、掘り起しを行
　　　　う。
　　　②通常の巡回相談（金融相談、税務相談、労働相談等）においても、自社の経営
　　　　状況を見つめ直す重要性を認識してもらい、経営状況の分析を行う事業者の
        掘り起しを行う。

相談回数
6,200回

（巡回・窓口）
6,317回

経営・金融・税務などの相談を中心に、例年並みの相談件
数となる。

Ａ Ａ

Ⅰ．経営発達支援事業の内容

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）
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平成３０年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

２．経営状況の分析に関すること【指針①】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

（２）経営状況の分析方法
　　　経営状況の分析については、経営指導員による財務諸表での分析、小規模事業
　　者とのヒアリングを通しての経営資源（固定財産・商品・技術又はノウハウ・従業員
　　等）の分析を行うとともに、より高度で専門的な分析については、専門家による分
　　析を行う。
　　　①財務諸表の分析
　　　　巡回相談時において、小規模事業者より財務諸表等の資料を提供してもらい、
　　　経営指導員等が中小企業基盤整備機構等のホームページ（Ｊ－Ｎｅｔ２１）等を
　　　活用しての財務及び経営状況等の分析を行い、小規模事業者に提供していく。

財務状況
把握件数

160件
114件

金融相談･税務相談において、財務諸表の分析を実施した。
（金融相談―46件・税務相談－68件） Ｂ Ｂ

経営資源
分析件数

65件
68件

財務諸表分析時や、持続化補助金申請時において実施し
た。
（金融相談―46件・持続化補助金―22件）

Ａ Ａ

経営
分析件数

65件
68件

財務諸表分析時や、持続化補助金申請時において実施し
た。
（金融相談―46件・持続化補助金―22件）

Ａ Ａ

　　　③専門家による分析
　　　　より高度で専門的な分析については、専門知識を有する岩手県のエキスパー
　　　トバンクやミラサポの専門家派遣事業を有効活用しながら、専門家と連携するこ
　　　とで、様々な経営資源等の項目を基に経営分析を行う。

専門家
分析件数

15件

8件
（12回）

持続化補助金・ものづくり補助金・事業承継補助金申請時に
おいて、岩手県エキスパートバンクを活用して、実施した。
（持続化補助金―5件、ものづくり補助金―1件、事業承継補
助金2件）
尚、持続化補助金の採択率81.8％（申請22件中、採択18件）
【持続化補助金の採択率を考慮し、定量的評価の他に、定性的評
価を加味し、ランクアップ】

Ｃ
Ｂ

（採択率を加
味）

３．事業計画策定支援に関すること【指針②】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価
セミナー
参加者数

70人
25人

経営計画作成セミナーを持続化補助金の申請時（4月）に開
催した。

Ｄ
Ｃ

（他セミナー
と比較）

相談会
参加者数

40人
10人

持続化補助金申請時の5月7・9日の2日間実施した。
セミナー参加者25名のうち、相談会への参加者が10名。

Ｄ Ｃ

策定件数
35件

22件
小規模事業者持続化補助金のため、経営計画作成の支援
を行なった。

Ｃ
Ｂ

（採択率を加
味）

セミナー
参加者数

20人
39人

奥州市・水沢信用金庫と連携して、創業支援セミナーを実施
した。
（市主催―9人・信用金庫主催―30人）

Ａ Ａ

策定件数
20件

11件
開業資金借り入れ時の創業計画書の策定支援の他、各種
補助金申請時の計画書の策定支援を行った。
（創業計画策定事業者11件に対して、創業者数11件）

Ｃ
Ｂ

（支援実績を
考慮）

　　　②経営資源（固定財産・商品・技術又はノウハウ・従業員等）の分析
　　　　財務諸表の分析を行った小規模事業者に対し、保有する全ての経営資源（固
　　　定財産・商品・技術又はノウハウ・後継者の有無・従業員等）について、ヒアリン
　　　グを行い、財務諸表分析結果も踏まえた経営資源の分析を行い、強み・弱みの
　　　把握や課題抽出を行い、事業計画策定に結びつけていく。

（１）既存事業者の事業計画策定支援（１事業者につき、３回程度を想定）
　　　巡回相談や事業計画策定セミナー・個別相談会により作成手法について説明を
　　行い、１度、事業者自身に事業計画を記載してもらう。その後、担当経営指導員等
　　が経済動向や需要動向、経営状況を踏まえた事業計画となっているか等を確認し
　　ながら、完成まで支援を行なっていく。

（２）創業希望者の事業計画策定支援（１事業者につき、５回程度を想定）
　　　奥州市・水沢信用金庫と連携して創業支援セミナーを実施し、創業希望者の掘
　　り起こしを行い、事業計画作成手法の説明や、通行量調査や空き店舗情報など計
　　画策定に必要と思われる参考資料を提供し、担当経営指導員が創業希望者にヒ
　　アリングを行い、経済動向や需要動向を踏まえた事業計画を作成していく。
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平成３０年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

３．事業計画策定支援に関すること【指針②】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

セミナー
参加者数

20人
23人

1月22日に経営革新セミナーを実施した。 Ａ Ａ

策定件数
5件

　2件
ものづくり等補助金のため、事業計画作成の支援を2件行
なった。

Ｄ Ｄ

セミナー
参加者数

15人
41人

事業承継セミナーを6月と12月に実施した。
（6月-26人、12月-15人）

Ａ Ａ

策定件数
5件

2件
（専門家への紹介）

4件

事業承継補助金のため、計画作成の支援を2件行なった。そ
の他に岩手県事業引継ぎ支援センターと連携し、定例相談
会を実施し、事業引継ぎ支援センターへ紹介。（相談者4人）

Ｂ Ｂ

４．事業計画策定後の実施支援に関すること【指針②】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

（１）既存事業者に対する実施支援（１事業者につき年４回程度）
　　　事業計画策定後に、進捗状況の確認を行い、検証や計画の見直しを行うため、
     ３カ月に１度程度、巡回相談等を実施する。
　　　なお、その際に、事業実施に活用できる国、岩手県、奥州市、中小企業基盤整備
　　機構等の各種支援策等の情報提供を行い、事業実施に伴う販路開拓支援や資金
　　調達支援等、必要な指導・助言などのフォローアップを実施するとともに、進捗状
　　況や各種施策の活用状況、指導・助言等の支援内容を電子カルテで共有し、継
　　続した伴走型の支援を実施する。
　　　また、技術開発等の高度な課題については、岩手県エキスパートバンクや岩手
　　県よろず支援拠点等からの専門家派遣を実施し、課題解決に向け、必要な指導・
　　助言を行う。

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
件数
140件

70件 平成29年補正予算の小規模事業者持続化補助金採択者18
者の事業実施の支援を行なった。

Ｃ

Ｂ
（1事業者に
つき年4回程
度実施して
いるため）

（２）創業者に対する実施支援（１事業者につき年６回程度）
　　　創業者に対する支援は、新たなビジネスモデルを構築し、定着させていくために
　　も、きめ細やかな支援が必要である。そのため、巡回相談等２カ月に１度程度と、
　　フォローアップの頻度を高め、進捗状況の確認を行い、経営が軌道にのるように、
　　利益確保のための販路開拓支援や各種支援策の情報提供や活用に向けて必要
　　な指導・助言を行うなどのフォローアップを実施するとともに、進捗状況や各種施
    策の活用状況、指導・助言等の支援内容を電子カルテで共有し、継続した伴走
    型の支援を実施する。
　　　また、記帳指導や税務相談による財務状況の把握を行い、資金調達のサポート
　　も併せて行っていく。

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
件数
120件

117件

各種支援策の情報提供や記帳指導などの支援を実施した。
（創業計画策定事業者11者を含む創業者16者に対するフォ
ローアップ―経営全般32件・情報化3件・金融24件・税務23
件・労働3件・その他3件の合計88件）
※その他に創業希望者（9人）に対する相談件数29件

Ｂ
Ａ

（90％以上の
為）

（３）新事業展開等を目指す事業者の事業計画策定支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１事業者につき、５回程度を想定）
　　　新事業展開等の経営の新たな事業展開や拡大を目指す事業者に対しては、新
　　事業展開などに関するセミナーで、他の事業者の先進事例を紹介するとともに、
　　巡回相談等により具体的な事業展開の目的などを担当経営指導員が事業者
　　にヒアリングを行いながら、事業計画を作成していく。
　　　なお、新事業展開は、異分野進出や事業転換などの高度で専門的な知識を
　　有する計画策定のため、担当経営指導員が同席の上、中小企業診断士や岩
　　手県エキスパートバンク、岩手県よろず支援拠点、いわて産業振興センター
　　などの専門家による必要な指導・助言を行いながら、完成まで支援を行なっ
　　ていく。

（４）事業承継に関する事業計画策定支援（１事業者につき、５回程度を想定）
　　　事業承継に関する事業計画の策定支援については、事業承継セミナーにおいて
　　作成手法の説明や活用できる支援施策の紹介を行うが、事業承継は経営資源の
　　相続、後継者の経営ノウハウの取得、取引先・従業員との信頼関係構築など、より
　　高度で専門的な知識を有する計画策定のため、担当経営指導員が同席の上、岩
　　手県事業引継ぎ支援センターや弁護士、税理士等の専門家による必要な指導・助
　　言を行いながら、完成まで支援を行なっていく。
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平成３０年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

４．事業計画策定後の実施支援に関すること【指針②】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

（３）新事業展開等を行う事業者に対する実施支援（１事業者につき年４回程度）
　　　新事業展開等の経営の新たな事業展開や拡大を行う事業者に対する支援は、
　　巡回相談等を３カ月に１度程度実施し、進捗状況の確認を行い、販路開拓支援や
　　海外展開支援、資金調達支援など事業実施に伴う国、岩手県、奥州市、中小企
　　業基盤整備機構等の各種支援策等の情報提供及び活用に向けて、必要な指
　　導・助言を行うなどのフォローアップを実施する。
　　　なお、進捗状況や各種施策の活用状況、指導・助言等の支援内容を電子カルテ
　　で共有し、継続した伴走型の支援を実施する。
　　　また、異分野進出・海外展開・技術開発等の高度な課題については、岩手県エ
　　キスパートバンク・いわて産業振興センター・岩手県よろず支援拠点などの専門
　　家派遣を実施し、課題解決に向け、必要な指導・助言を行う。

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
件数
20件

39件
ものづくり補助金計画のフォローアップ2件の他、持続化補
助金による新商品・新サービス導入事業者8者に対するフォ
ローアップ37件

Ａ Ａ

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
件数
20件

13件
事業承継補助金計画に基づくフォローアップが9件。その他
に事業引継ぎ支援センターでフォローアップが4件。

Ｃ Ｃ

ｾﾐﾅｰ
参加者数

20人
41人

事業承継セミナーを6月と12月に実施した。
（6月-26人、12月-15人）

Ａ A

（５）専門家による実施支援（フォローアップ）
　　　既存事業者や新事業展開を行う事業者の異分野進出・海外展開・技術開発等の
　　高度な課題については、岩手県エキスパートバンクや岩手県よろず支援拠点等か
　　らの専門家派遣を実施し、課題解決に向け、必要な指導・助言を行う。

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
件数
15件

1件
↓

58件

信用保証協会の専門家派遣制度を利用し、1件の支援を行
なった。
【その他に経営相談1件・金融相談57件】

Ｄ

Ａ
（定例相談会
の実績も加

味）

ｾﾐﾅｰ
実施回数

6回
3回

ＩＴ活用セミナーを12月と3月、販売促進セミナーを11月
に実施した。

Ｃ Ｃ

ｾﾐﾅｰ
参加者数

180人
85人

IT活用セミナーの参加者37名、販売促進セミナーの参
加者48名。
【他のセミナーの平均参加者数が約24名であり、それ
らと比較しても、3回で85名の参加者数は多い】

Ｄ Ｄ

（４）事業承継計画に対する実施支援（１事業者につき年４回程度）
　　　事業承継計画を策定した事業者に対する支援は、巡回訪問等を３カ月に１度程
　　度実施し、進捗状況の確認を行うとともに、事業実施に活用できる国、岩手県、奥
　　州市、中小企業基盤整備機構等の各種支援策や税制優遇等の情報提供、事業
　　実施に必要な資金調達支援等を行うとともに、岩手県事業引継ぎ支援センター
　　や弁護士、税理士等の専門家と連携し、必要な指導・助言を行うなどのフォロー
　　アップを実施する。
　　　なお、進捗状況や各種施策の活用状況、指導・助言内容を電子カルテに記載し、
　　継続した伴走型の支援を実施する。
　　　また、事業承継の受け手となる後継者に対して、資質向上の図るため、人材育
　　成セミナーも併せて実施する。

（６）セミナーの開催による事業実施支援
　　　計画策定した事業を効果的、効率的に実施するためには、その手法等の専門的
　　な知識やスキルが必要な場合が想定され、その手法や知識やスキルを取得する
　　ため、各種セミナーを開催する。
　　　①セミナー内容　ＩＴ活用・海外展開・ＰＯＰ・商品開発・技術開発生産性向上等
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平成３０年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

５．需要動向調査に関すること【指針③】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

実施回数
2回

1回
水沢グランドホテルにおいて、6月10日開催「みんなのマル
シェ！」に併せて需要動向調査を実施した。

Ｃ Ｃ

支援
事業者数

8者
8者

「みんなのマルシェ！」で8事業者8商品の需要動向調査を実
施した。

Ａ Ａ

【在京県人会】
実施回数

2回
未実施

首都圏にある在京県人会を対象とした調査は、東京にある
岩手県アンテナショップへの出店時に計画していたが、日程
が空いておらず、今年度は未実施。
【補足―30年度は東京のアンテナショップ「いわて銀河プラ
ザ」が20周年の節目であり、全面改装を行ったため、出店可
能日数が少なかった】

Ｅ Ｅ

【在京県人会】
支援事業者数

8者
未実施

首都圏にある在京県人会を対象とした調査は、東京にある
岩手県アンテナショップへの出店時に計画していたが、日程
が空いておらず、今年度は未実施。
【補足―30年度は東京のアンテナショップ「いわて銀河プラ
ザ」が20周年の節目であり、全面改装を行ったため、出店可
能日数が少なかった】

Ｅ Ｅ

【アンテナショップ】

実施回数
2回

1回

東京にある岩手県アンテナショップへの計画していたが、日
程が空いておらず、実施できなかったが、いわて食の商談会
in大阪へ出店し、バイヤー等への調査を実施。
【補足―30年度は東京のアンテナショップ「いわて銀河プラ
ザ」が20周年の節目であり、全面改装を行ったため、出店可
能日数が少なかった】

Ｃ Ｃ

【アンテナショップ】

支援事業者数
8者

1者

東京にある岩手県アンテナショップへの計画していたが、日
程が空いておらず、実施できなかったが、いわて食の商談会
in大阪へ出店し、バイヤー等への調査を実施。
【補足―30年度は東京のアンテナショップ「いわて銀河プラ
ザ」が20周年の節目であり、全面改装を行ったため、出店可
能日数が少なかった】

Ｄ Ｄ

（２）大都市圏での物産展を通じての需要動向調査【年４回】
　　　当地域の地域資源を活用した地場産品や特産品を取り扱う事業者の商品が、大
　　都市圏の最終ユーザーである消費者に、どのような評価を受けているかの需要動
　　向調査を実施する。調査については、首都圏にある当地域の在京県人会を対象と
　　する物産展（年２回）や岩手県のアンテナショップ（大阪・福岡）での物産展（年２
　　回）において実施する。
　　　なお、調査対象事業者は１回につき、２事業者を選定し、１事業者から２品程度、
　　商品を出品してもらい、消費者へ提供し、担当職員等が商品に対する満足度や当
　　市で興味のある特産品について、聞き取り調査を行う。
　　　また、調査結果については、整理・分析し、事業者に対してフィードバックし、今
　　後の商品開発・改良・販路開拓等に活用していく。

（１）まちなかオープンカフェ事業による需要動向調査【年２回】
　　　地域において、菓子や麺類等の食品製造業者等の取り扱う商品が、地域の最終
　　ユーザーである消費者に、どのような評価を受けているかの需要動向調査を実施
　　する。調査については、毎月１回、市内ホテルのオープンカフェを活用し、菓子・麺
　　類・郷土食などテーマ別に集め、地域住民に対して、商品の販売・ＰＲを行うため
　　に開催する「まちなかオープンカフェ事業」を活用し、年２回実施する。
　　　なお、調査対象事業者は１回につき、２事業者を選定し、１事業者から２品程度、
　　商品を出品してもらい、来場者へ提供し、担当職員等が商品に対する満足度に
　　ついて、聞き取り調査を行う。
　　　また、調査結果については、整理・分析し、事業者に対してフィードバックし、
　　今後の商品開発・改良・販路開拓等に活用していく。
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平成３０年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

５．需要動向調査に関すること【指針③】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

（３）需要動向を知るための情報収集及び提供
　　　売れる商品・サービスを提供するためには、需要動向に基づき新商品・サービス
　　の開発や販路開拓を行っていく事が重要である。そこで、経営分析を行った事業
　　者に対して、需要動向を見据えた事業計画の策定に活用してもらうために、日経
　　流通新聞や専門誌の購読、日経テレコンＰＯＳ ＥＹＥＳ及び東京商工リサーチの
　　活用やふるさと納税関連ホームページにより、業界の動向や消費者の需要動向
　　の情報収集を行う。
　　　また、情報収集したものについては、事業計画・商品開発・販路開拓の参考資
　　料として活用できるように整理・分析を行い、巡回相談時に情報提供を行う。

事業者数
65件

情報収集・提
供件数
22件

整理・分析
件数
0件

持続化補助金申請時において、情報収集し、提供したが、
整理・分析は未実施。

Ｄ Ｄ

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること【指針④】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

参加
事業者数

25者
13者

水沢グランドホテルにおいて、6月10日開催「みんなのマル
シェ！」、8月2～4日開催「奥州Ｂａｒ（バル）」、2月7～10日開
催「雪灯りとひるカフェ」に13事業者が出展。

Ｃ Ｃ

売上増加
事業者数

12者
13者

オープンカフェ事業を実施し販路開拓支援を行なった結果、
売上が増加した事業所が13者。 Ａ Ａ

参加
事業者数

15者
1者

11月20～21日開催のいわて食の商談会in大阪に1事業者
（他に小規模事業者以外１者）が出展。
尚、東京にある岩手県アンテナショップへの計画していた
が、日程が空いておらず、今年度は未実施。
【補足―30年度は東京のアンテナショップ「いわて銀河プラ
ザ」が20周年の節目であり、全面改装を行ったため、出店可
能日数が少なかった】

Ｄ Ｄ

売上増加
事業者数

8者
0者

11月20～21日開催のいわて食の商談会in大阪に参加し、バ
イヤーより大手百貨店への紹介の打診があった。
(尚、課題として賞味期限やロットの問題が浮き彫りになっ
た。）
【補足―30年度は東京のアンテナショップ「いわて銀河プラ
ザ」が20周年の節目であり、全面改装を行ったため、出店可
能日数が少なかった】

Ｄ Ｄ

（１）まちなかオープンカフェ事業による販路開拓支援【年１２回】
　　　地域住民への販路開拓を目指す事業者に対し、毎月１回、市内ホテルのオープ
　　ンカフェを活用し、菓子・麺類・郷土食などテーマ別に集め、地域住民に対し、商品
　　の販売、ＰＲを行うまちなかオープンカフェ事業に出品してもらい、販路開
　　拓支援を行う。
　　　なお、事前に事業者への説明会の実施や出展前に事業者と協議の上、需要動
　　向を踏まえた商品の選定、地域住民に対する広報活動の実施、当日の陳列・接
　　客へのアドバイス、来場者の訴求効果が高まるようなチラシ（わかりやすい商品
　　紹介やレシピ・食べ方の工夫、企業情報等を記載）の作成指導など、売上の増
　　加を図るための支援を行う。
　　　また、販路開拓支援を実施した後、商品に対する魅力・販売時期や販売方法等
　　の課題を抽出し、専門家等を活用しながら、原因の解明等の検証を行い、事業計
　　画の見直し（戦略・計画の修正や商品の改良等）のフォローアップを実施し、改善
　　したもので販路支援を行う。

（２）岩手県アンテナショップ物産展による販路開拓支援【年３回】
　　　大都市圏への伝統工芸品等の地場産品・特産品等の販路開拓を目指す事業所
　　に対して、東京・大阪・福岡にある岩手県アンテナショップにて物産展を定期的に
　　開催し、伝統工芸品等の地場産品の販路開拓支援を行う。
　　　なお、事前に事業者への説明会の実施や事業者と協議の上、需要を見据えた商
　　品の選定、アンテナショップと連携した大都市圏の消費者へ物産展開催の広報活
　　動の実施、事業者への当日のレイアウトや陳列や接客へのアドバイス、来場者の
　　訴求効果が高まるようなチラシ（わかりやすい商品紹介やレシピ・食べ方の工夫、
　　使い方の工夫、企業情報等記載）の作成指導など、売上の増加を図るための支
　　援を行う。
　　　また、販路開拓支援を実施した後は、地場産品の魅力や販売手法等の課題を
　　抽出し、専門家等を活用しながら、原因の解明等の検証を行い、事業計画の見
　　直し（戦略・計画の修正や商品の改良等）のフォローアップを実施し、改善したも
　　ので販路支援を行う。
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平成３０年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること【指針④】 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

登録
事業者数

60者
18者

アクセス数・サービス内容を考慮し、当所の「奥州情報サイ
ト」から商工会議所・商工会運営の商取引サイト「ザ・ビジネ
スモール」へ変更をした。（全国の登録事業者数－25万社）

Ｄ Ｄ

製造業登録
事業者数

50者
5者

「ザ・ビジネスモール」内の製造業向け取引支援サービス「Ｂ
Ｍファクトリー」を活用した。

Ｄ Ｄ

受注
成約件数

15件
0件

取引が成約時に登録者からの申告がないと、当所での把握
ができず、3月末現在での把握件数は0件

Ｅ Ｅ

支援
事業者数

15者

3者
↓
7者

小規模事業者が実施するプレースリリースは1件実施。当所
を通じて実施したプレスリリースは2者。
（持続化補助金を活用した広報活動件数4件）

Ｄ
Ｃ

（広義解釈の
為）

販路拡大
事業者数

5者

3者
↓
7者

プレスリリースを行なった結果、マスコミに取り上げられ、販
路拡大に繋がったともに、新たな仕入先の開拓に繋がった。

Ｃ
Ａ

（広義解釈の
為）

Ⅱ．地域経済の活性化に資する取組
１．豊富な地域資源を有効活用して新たな地域ブランド確立 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

改良
見直し 3品

ガーデンハックルベリーを生産している生産者と菓子製造の
事業者が連携し、新たに３つの商品を開発し、販売を開始し
た。（アイス・ゼリー・ケーキ）

Ａ Ａ

商品
販売数
2,000個

10,000個
以上

いちご・ガーデンハックルベリーを活用した商品の販売数は
10,000個以上。

Ａ Ａ

２．街なか賑わいの創出事業 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

開催回数
12回

10回
6月10日・8月2～4日・9月16日・10月27日・2月7～10日に水
沢グランドホテルで開催。

Ｂ Ｂ

出店者数
10者

15者 市内15者 Ａ Ａ

来場者
総数

4,800人
3,040人

商人まつり、夏まつり等のイベントと併催した場合は多くの来
場者があるが、その他の開催日は4日間で130名～300名の
来場者だった。

Ｃ Ｃ

（３）ＩＴを活用した販路開拓支援
　　　ＩＴを活用して、販路開拓を目指す事業者で、自社ホームページ等のＩＴを活用して
　　いない小規模事業者に対し、奥州市内の企業の活性化を目的に市民向けに当所
　　で作成した「奥州情報サイト」へ掲載し、販路開拓支援を行うとともに、製造業向け
　　に一部リニューアルし、販路開拓支援を行う。
　　　なお、販路開拓支援を実施した後は、ホームページへのアクセス数や掲載内容、
　　販売方法等の課題を抽出し、専門家等を活用しながら、原因の解明等の検証を
　　行い、事業計画の見直し（戦略・計画の修正・掲載内容の変更等）のフォローアッ
　　プを実施し、改善したもので販路支援を行う。

（１）四季折々の「旬の味」を活用した和洋菓子（スイーツ）の開発と販路開拓
　　　当奥州市では肥沃な風土が育てた、「いちご」「ブルーベリー」「りんご」「かぼ
　　ちゃ」など、質の高い農産物が一年を通して収穫されている。これら四季折々の
　　「旬の味」を活用した和洋菓子（スイーツ）を農業団体や生産者、商工業者との
　　連携により商品開発を行い、新たな地域ブランドを確立し、新たな需要の開拓
　　を行う。

（１）まちなかオープンカフェの実施
　　　水沢区中心市街地にあるホテルのオープンカフェを活用し、毎月１回、地元小規
　　模事業者が扱う商品を菓子・麺類・郷土食などテーマ別に集め、商品を販売するこ
　　とにより、商店街への来街者の増加を図り、賑わいを創出するとともに、地域小規
　　模事業者の商品ＰＲの場を創出・提供し、販路開拓・売上拡大が期待できるとも
　　に、来街者に対して消費喚起を促し、周辺商店街の飲食業・小売業・サービス業
　　等の小規模事業者の商業販売の強化に努めていく。

（４）マスメディアを活用した広報活動による販路開拓支援
　　　より多くの消費者へ新商品・新サービス等をＰＲしたい事業者に対しては、新聞
　　社・雑誌社・テレビ局等のマスメディアを活用した広報活動による販路開拓支援を
　　行う。新聞社・雑誌社・テレビ局等のマスメディアに取り上げてもらうためには、編
　　集者や番組製作者の目に留まるような資料（プレスリリース）が大切であり、その
　　ために必要な書類を小規模事業者とともに作成する。
　　　なお、１度だけの情報発信では、マスメディアに取り上げられる可能性が少ない
　　ので、切り口をかえた資料を作成するとともに、発信時期などを考慮しながら、定
　　期的（年３回）に情報発信を行なっていく。
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平成３０年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

２．街なか賑わいの創出事業 目標 実績 実績概要 内部評価 委員評価

開催
1回

1回
11月にIWATE奥州ブレイブヒーローズ2018のイベントとして
実施。

Ａ Ａ

出店数
40者

7者 市内6者・県内1者の計7者。 Ｄ Ｄ

来場者数
5,000人

700人
江刺「ささらホール」及び駐車場で実施したため、ホールの
収容人数となった。

Ｄ Ｄ

Ⅲ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組
内部評価 委員評価

Ａ Ａ

Ａ Ａ

Ａ Ａ

Ａ Ａ

実績概要

経営指導員・補助員等の職員を以下の研修へ派遣した。

県下商工会議所指導課長会議　2回、経営指導員研修　3回、中小機構研
修　3回
中小企業大学校研修　3回、その他（経済産業省主催）　1回

７月に日本政策金融公庫一関支店との情報交換会を実施した。10月に水
沢信用金庫・岩手銀行・北日本銀行・東北銀行と連携協定を締結し、3月に
情報交換会を実施した。

10月に水沢信用金庫・岩手銀行・北日本銀行・東北銀行と連携協定を締結
し、3月に情報交換会を実施した。
また、3月に市主催の金融機関との情報交換会に参加し、情報の収集及び
提供を行うほか、創業相談がある都度、市内金融機関や日本政策金融公
庫一関支店と情報共有を図った。

岩手県よろず支援拠点や岩手県事業引継ぎ支援センター、東北税理士会
岩手県支部連合会、金融機関などの認定支援機関で構成される岩手県事
業承継ネットワークの連絡会議に参加した。（2回）
また、東北経済産業局主催の事業承継をテーマにした認定支援機関研修
会に参加し、情報交換を行うほか、10月に水沢信用金庫・岩手銀行・北日
本銀行・東北銀行と連携協定を締結し、3月に情報交換会を実施した。

（１）経営計画策定支援や販路開拓支援等の全般的な支援ノウハウ（年６回程度）
　　　岩手県下の商工会議所指導課長会議（年１回）及び経営指導員研修（年３回）、中小企業整備
　　基盤機構・いわて産業振興センター・税理士会等の他支援機関主催の会議・研修会（年２回）へ積
　　極的に参加し、県内及び全国における小規模事業者に対する経営計画策定支援や販路開拓支
　　援等の全般的な支援ノウハウ、取り組み事例、支援の現状や課題等について情報交換を行い、
　　連携を行っていく。

（２）金融支援に関するノウハウの情報交換（年１回）
　　　日本政策金融公庫一関支店・岩手県信用保証協会奥州支所・水沢信用金庫・岩手銀行・北日
　　本銀行・東北銀行など市内金融機関との定期的な情報交換会に参加し、計画的な資金の調達方
　　法や使用方法等の支援ノウハウ、支援の現状や課題等の情報交換を行い、情報の共有・連携を
　　行っていく。

１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること

（２）ご当地グルメフェスティバル事業
　　　江刺区には今まで注目を浴びていなかった地域独特のグルメがあり、それらの
　　掘りおこしを行い、あわせて情報発信のイベントを商店街で開催することにより、
　　賑わいの創出を図り、中心商店街の集客に繋げ、地元食材のＰＲ、活用促進を
　　行い、地域ブランド確立の一助とするとともに、地域小規模事業者の商品ＰＲの場
　　を創出・提供し、販路開拓・売上拡大が期待できるともに、周辺商店街の飲食業・
　　小売業・サービス業等の小規模事業者に対する消費喚起を促し、商業販売の強
　　化に努めていく。

（３）創業支援に関するノウハウの情報交換（年１回）
　　　先般、設立した「奥州市創業支援ネットワーク」の構成メンバーである奥州市・岩手県信用保証
　　協会奥州支所・水沢信用金庫・岩手銀行・北日本銀行・東北銀行など市内金融機関との定期的な
　　情報交換会に参加し、施策の有効な活用方法や事業計画作成等の支援ノウハウ、支援の現状や
　　課題等について情報交換及び情報共有・連携を積極的に行っていく。

（４）事業承継支援に関するノウハウの情報交換（年１回）
　　　いわて産業振興センターや岩手県よろず支援拠点が共催で開催する事業承継会議に参加し、
　　岩手県事業引継ぎ支援センターや税理士会、弁護士と情報交換会を行い、施策の有効な活用方
　　法や事業計画作成等の支援ノウハウ、支援の現状や課題等について情報交換及び情報共有・
　　連携を積極的に行っていく。
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平成３０年度経営発達支援計画評価表

【評価】 Ａ：目標達成（90％以上） Ｂ：概ね達成（70～89％） Ｃ：半分程度達成（50～69％）
Ｄ：未達成（1～49％） Ｅ：未着手（0％）

内部評価 委員評価

Ｃ
Ｂ

（研修会派遣
実績を考慮）

Ｃ Ｃ

内部評価 委員評価

Ａ Ａ

Ａ Ａ

Ａ Ａ

Ａ Ａ

実績概要

日本商工会議所主催の研修会4回、岩手県商工会議所連合会主催の研修
会4回、中小企業大学校主催の研修会3回に延べ29人を派遣した。（職員26
名に対して延べ、29名を派遣）
Ｗｅｂ研修は職員が適宜、実施。
ＯＪＴにより伴走型支援は、セミナー・個別相談会等で専門家が指導・助言
する際に必ず職員が同席するなど専門家とのＯＪＴを実施している他、計画
作成支援や申告相談時に実施。

職員の情報交換会は、未実施。
支援内容等は電子カルテ｢ＴOAS（商工会議所トータルＯＡシステム）」で情
報共有。

新年度に実施

（２）組織全体の支援ノウハウの向上及び共有できる体制構築
　　　組織全体の支援能力の向上を目的に、経営指導員の他に、補助員・記帳専任職員も参加し、各
　　経営指導員が個社に対する経営状況の分析結果や実施した支援内容、今後の支援内容や方向
　　性を共有するために、四半期に１度２時間程度、情報交換会を開催し、支援ノウハウの向上と共
　　有を図る。
　　　また、経営分析の結果や事業計画の進捗状況等、個社毎の支援履歴、指導時の工夫や専門家
　　による支援内容等を電子カルテ「ＴＯＡＳ（商工会議所トータルＯＡシステム）」にその都度入力し、
　　個社に対する支援情報と支援履歴の管理、経営状況の分析結果や計画の進捗状況による企業
　　概要等を電子カルテ「ＴＯＡＳ（商工会議所トータルＯＡシステム）」により、職員全員が閲覧できる
　　ようにするとともに、職員の異動時や退職時にも対応できるように体制を構築し、職員全員での
　　情報の共有を行う。

実績概要

（１）経営指導員等の個々の資質向上
　　　日本商工会議所・岩手県商工会議所連合会が主催する研修への参加に加え、中小企業大学校
　　の主催する研修会等に若手経営指導員等を毎年1名以上派遣し、計画策定や企業診断等の支援
　　能力の向上を図るほか、職員全員がＷｅｂ研修を受講し、小規模事業者支援に必要な知識取得を
　　行い、資質向上を図る。
　　　また、若手経営指導員・補助員・記帳専任職員については、巡回相談等の相談において、ベテ
    ラン経営指導員とペアを組んで、相談者を支援すること等を通じて、指導及び助言内容、情報収
    集方法等を学ぶなど、ＯＪＴにより伴走型の支援能力の向上を図る。

（４）事業の成果・評価・見直しの結果を奥州商工会議所のホームページで計画期間中公表する。

２．経営指導員等の資質向上等に関すること

（３）事業の成果・評価・見直しの結果については、正副会頭会議へ報告し、翌年度の事業計画に反
　　映させていく。

（１）岩手県・奥州市・商工調停士・中小企業診断士等の外部有識者を含めた評価委員会を新たに組
　　織し、事業の実施状況、成果の評価・見直し案の提示を行う。

３．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること。

（２）評価委員会において、評価・見直しの方針を決定する。
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